
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 補助 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 901 「子どもと親の相談員」活用推進事業
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 10 教育費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

31 個性を伸ばし、夢を追い求められる教育を進める
項 01 教育総務費

１校あたり「子どもと親の相談員」の活動日数 日
目標 ― 目標 90

90 90
目 03 義務教育振興費 実績 実績 90

施　策 4 心の教育の推進
細目 102 児童生徒指導経費 目標 ― 目標

細々目 17 「子どもと親の相談員」活用調査研究事業 実績 実績

基本計画該当頁 127 行革大綱の重点事項番号 目標 ― 目標

担当部課
コード 450300 評価者

氏　名
加納圭子 連絡先

22 - 9676 実績 実績

名称 教育部　学校教育課 (内線) 3820

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

市内小学校の児童及び保護者等
児童自身が不安や悩みを軽減したり解消したりする自己解決能力
を高める支援ができ、心の安定が図られます。保護者等の心配や
悩みを共感・共有することによりその心の安定が図られ、子どもと
の関係が改善されます。

久米小学校・友生小学校におけ
る問題行動の発生件数

小学校児童による暴力行為、いじめの発生
件数の合計

件
目標 0 目標 0

0 0
実績 0 実績 1

久米小学校・友生小学校におけ
る不登校児童数

年間３０日以上欠席した児童数 人
目標 0 目標 0

0 0
実績 2 実績 7

（※対象件数 小学校１校 ）
根拠法令・要綱等

開始年度 平成 17 年度
関連事業

評価
終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 19 年度
久米小学校・友生小学校に相談員を配置し、不登校及び問題
行動等の早期発見・早期対応や未然防止に取り組みました。

状
況
変
化
等

子どもたちの心の安定を図るため、学校における教育相
談体制の整備は大切です。子どもだけでなく、保護者や教
職員が相談を寄せることも多く、相談員による専門的な視
野からの助言が有効です。

評価項目

必要性

ポイント

4
子どもの心の安定を図りその成長を支援する意味から、小学校においてもじゅうぶんな教育相談体制の整備が必要です。

評価項目についてのコメント

有効性 3
相談員が配置された学校においては、問題行動の早期発見ができていて、教育相談活動が充実してきていますが、課題
解決に至らないこともあり、いじめや不登校の発生について目標達成に至っていません。

達成度 4
子どもと親の相談員の活動日数は、目標を達成できました。

効率性 3
限られた活動日数の中で大きな成果が得られたことから、その効率性はきわめて高いと判断できますが、教育相談に関わ
る他の事業と統合し、効率を図ります。

整

1

備内容

建設用地

運営体制

1

　委託先

運営主体

2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人 総合評価

A

事業の方向性

統合

改善についての取り組み

限られた学校だけの配置であるため、配置学校数を増やしていくことが大切です。

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算
金  額

内容 平成１８
事 業 内 容

年度
数量
 決算内容

金  額
平成１９

事 業 内 容
年度
数量

 計画内容
金  額

平成２０
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２１
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２２
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
報償費 1 人 330 報償費 2 人 315 報償費 2 人 315
その他 20 消耗品費 30 消耗品費 30

工事

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 350 事業費計(A) 　 Σ 345 事業費計(A) 　 Σ 345 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.2 人 1,440 人件費（Ｂ） 0.2 人 1,440 人件費（Ｂ） 0.2 人 1,440 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 人 0

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 1,790 1,785 1,785 0 0 0

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 350 345 345 0 0 0

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金 350 345 345
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 0 0 0 0 0 0
計 350 345 345 0 0 0

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

生徒指導推進事業として、学校・保護者コミュニケーション充実事
業と「生徒指導推進協力員」活用調査研究事業、教職員による教
育相談・家庭訪問等の活動費と統合する。

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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